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上の位置付 

（目標）Ⅰ 新たなエネルギーが普及した自立分散型の低炭素社会づくり 

（施策）１ 新たなエネルギー社会の構築 

背景と目的（目標設定）  

地中熱エネルギーの活用は国内外で急速に拡大することが予測されている。そこで本研究では、地中

熱が普及した場合に懸念される地下環境への影響について地中熱実証システム（埼玉県中央高等技

術専門校に設置）を活用し評価する。社会的な効果について、社会統計データや地中熱利用システム

の実証試験データ等を基に、埼玉県における CO2 の削減効果や大気中への排熱削減効果、経済的な

効果を推定する。 

研究内容（緊急性･必要性，新規性･独創性）  

埼玉県においても将来的に再生可能エネルギーの活用が不可欠であり、地中熱エネルギーは太陽光

太陽熱に次いで賦存量が多くその活用が有望視されている。しかしながら埼玉県内において地中熱シ

ステムは80件程度の導入数に留まっており、今後その普及拡大が必要である。一方で、今後普及した

場合の社会的効果や環境負荷を事前に評価しておくことも重要である。このような評価は学術的にもま

だ事例が少なく、実証試験と組み合わせて評価することで社会的に活用できる成果を得ることには独

自性がある。 

成果の概要（目標達成度）  

地中熱システムの実証システムにおいて、冷房及び暖房の連続運転を行った。冷房時には地下温度は

約11.5度上昇し、暖房時には約8度低下することを明らかにした。このような温度変化が許容できるかを

海外での指針（例えばドイツ）と比較したところ、基準内に収まっていることを確認した。さらに、このデー

タをもとにＣＯＰ（冷房時）を計算したところ、３～４で安定していた。同時期に空気熱源のエアコンを稼働

した場合のＣＯＰを推定すると、外気温が40度近い高温の場合１程度まで悪くなることが試算された。こ

の結果、地中熱システムは快適性、省エネ、経済性で優位であることが確認できた。特に省エネ効果に

ついて電力のピークカットが行えることやＣＯ２を半減できる可能性が期待され地中熱システムの転換に

よる社会的効果が高いと考えられる。 
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成果の発展性（埼玉県(行政･地域)への貢献，技術発展・実用化，課題等）  

 本成果は、埼玉県における地中熱システムの普及についての社会的効果や地下環境への負荷を定量

的に示すことができた。本成果は埼玉県行政や県内の事業者のために基礎情報として活用できる。本

事業の成果を基に、行政の事業として県内5地点における地中熱システムの実証が計画されており、こ

の実証データが得られればさらに多くの知見が得られると考えている。 

 

 


